
 

 

    
    

はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

我が国とアジア太平洋地域との経済的相互依存関係の深まりの中で、今後とも我が

国企業の同地域への進出、事業展開のより一層の拡大が見込まれるところ 、我が国

企業が今後同地域において事業を展開していく前提として、商標･意匠･特許等の知的

所有権が国内のみならず投資先においても適切に保護されることが不可欠となってい

ます。  

  開発途上国における知的所有権制度はWTO・TRIPS協定の成立、APECの進展等を受け

て近年急速に整備されてきたものの、いまだに不備な部分が残されており、また制度

が存在していても運用面、特にエンフォースメントが適切になされていないため、一

般的に投資先としての知的所有権の保護とそれにより生ずる収益の回収が十分になさ

れていない状況が見られます。 

  特に、アジア太平洋地域においては、商標･意匠を中心にして、我が国企業の製品

に対する模倣が相当程度増加しつつあり、我が国企業の真正商品のマーケットシェア

および企業のイメージに悪影響を及ぼしています。 

このような状況下、ジェトロでは、平成９年度より特許庁からの委託により、「各「各「各「各

国工業所有権情報収集等事業」国工業所有権情報収集等事業」国工業所有権情報収集等事業」国工業所有権情報収集等事業」を実施しています。 

  本事業は、北京、上海、香港、ハノイ、マニラ、クアラルンプール、ジャカルタ、

ニューデリー、バンコク、ソウルの 10 都市において、現地のジェトロ事務所が特許

法律事務所と契約をし、工業所有権の模倣対策に資する情報を収集、同地域における

工業所有権の侵害実態を把握、模倣対策の強化に努めようというものです。 

  また、本事業では、上記 10 ヶ所の現地法律事務所の弁護士による、工業所有権に

関する無料相談の実施や、現地進出日本企業を対象にしたセミナーの開催なども行っ

ています。 

ここに本事業において収集した情報を基に、「タイの工業所有権事例・判例集」を

作成いたしましたのでお届けいたします。本事業及び本誌が皆様のお役に立てば幸い

です。 
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BenihanaBenihanaBenihanaBenihana 事件事件事件事件    
 

    
最高裁判決２１０８・２５３８号最高裁判決２１０８・２５３８号最高裁判決２１０８・２５３８号最高裁判決２１０８・２５３８号((((民事事件民事事件民事事件民事事件))))    
BenihanaBenihanaBenihanaBenihana    of Tokyo, Inc. V.  United Foods Co.,Ltdof Tokyo, Inc. V.  United Foods Co.,Ltdof Tokyo, Inc. V.  United Foods Co.,Ltdof Tokyo, Inc. V.  United Foods Co.,Ltd....  

 
Benihana of Tokyo, Inc. は、 United Foods Co.,Ltd. に対して、商標 BENNI‐
HANA 、BENNI-HANA in Thai、 BENNI 及び BENNI in Thai を使用、登録
するのをやめ、訴訟が始まった日から同社が係争中の商標の使用をやめるまで、毎月
５万バーツ（約２０００ドル）の金額を賠償金として支払うよう求める訴えを起こし
た。また、Benihanaは、同社が登録を申請している商標 BENNIHANAを、商標登
録官が登録するよう命ずることを裁判所に請求した。 
 
訴えの中で Benihanaは、United Foodsが同社の BENNIHANAの知名度を利用す
る意図で、同社の商標を悪意で登録、使用したと主張した。 
United Foodsは、反訴によって対抗し、同社のほうが Benihanaよりも商標 BENNI
‐HANA 、BENNI-HANA in Thai、 BENNI 及び BENNI in Thai の権利者と
してふさわしいとの判決を求めるとともに、Benihanaが商標 BENNIHANAを使用
するのを差し止め、反訴を行った日から Benihanaが商標 BENNIHANAの使用をや
めるまで、毎月１０万バーツ（約４０００ドル）の金額を賠償金として支払うよう命
ずることを裁判所に請求した。 
 
反訴の中で United Foodsは、同社の専務取締役が有名な歌手であるベニー・グッド
マンの名と、バンコクに出店している有名な日本食レストランであるハナヤの名称の
一部とを組み合わせて、BENNI-HANAという標章を創作したと述べた。 
 
民事裁判所は、Benihanaに有利な判決を下した。裁判所は、United Foodsの商標
BENNI‐HANA 、BENNI-HANA in Thai、 BENNI 及び BENNI in Thaiの使
用に対する差し止め命令を出すとともに、商標登録官に United Foodsの商標の登録
を取り下げ、Benihanaの商標を登録するよう命じた。 
さらに、訴訟が始まった日から、同社が商標 BENNI‐HANA 、BENNI-HANA in 
Thai、 BENNI 及び BENNI in Thaiの使用をやめるまで、毎月５００バーツの
金額を賠償金として支払うよう命じた。 
 
United Foodsは控訴裁判所に控訴したが、控訴審は民事裁判所の判決を支持した。 
United Foodsは、さらに最高裁に上告した。 
 
最高裁判所は、商標の取り下げに関する争点については支持したものの、損害賠償と
差し止め命令に関する争点、そして、商標登録官に関する争点については覆した。判
決に至った根拠として、最高裁は次の理由を示した。 
 Benihanaは、United Foodsが BENNIHANAという言葉を自らの商標として登録
し、世界中の多くの国々にある同社のホテルやレストランの名称の一部として使うよ
うになる何年も前から、BENNIHANAという商標を、世界中のおおよそ２０カ国で
登録していることを説得力ある形で立証した。 
 
さらに、United Foodsの専務取締役は、自らが米国の学校を卒業し、何度もビジネ
スで海外を旅行していると証言した。したがって、この専務取締役が海外で
BENNIHANAという商標を見て、これを恣意的に採用した可能性は非常に高い。 
したがって、United Foodsは自らの商標 BENNI‐HANA 、BENNI-HANA in Thai、 
BENNI 及び BENNI in Thaiを悪意で使用、登録したと言える。同社がこの商標
を使用することを禁じなければならず、同社の登録は取り下げるべきである。 
 



 

  
            

損害賠償と差し止め命令の件について、最高裁判所は、Benihanaがタイで商標を登
録していない以上、いかなる損害も回復する権利がなく、また、United Foodsが自
らの商標 BENNI‐HANA 、BENNI-HANA in Thai、 BENNI 及び BENNI in 
Thai 
を使用することに対する差し止め命令を与えることもできないと判決した。 
 
商標登録官に関する争点について、最高裁判所は、登録官がこの訴訟の被告となって
いない以上、最高裁判所としては登録官に BENNIHANAの商標を登録するよう命令
することはできないと判決した。 



 

  
            

KIKADAKIKADAKIKADAKIKADA 事件事件事件事件    
    
    

最高裁判決３６２０・２５３７号（刑事事件）最高裁判決３６２０・２５３７号（刑事事件）最高裁判決３６２０・２５３７号（刑事事件）最高裁判決３６２０・２５３７号（刑事事件）    
国及び国及び国及び国及び PuangPuangPuangPuang----Ngoen SukasemNgoen SukasemNgoen SukasemNgoen Sukasem（共同原告）（共同原告）（共同原告）（共同原告） v.  Nirand Sate v.  Nirand Sate v.  Nirand Sate v.  Nirand Sate----SriSriSriSri    

 
衣服製造業者である共同原告 Puang-Ngoen Sukasemは、商標ＫＩＫＡＤＡブランド
の登録権利者である。登録によれば、紺地に金色でＫＩＫＡＤＡという言葉がレタリ
ング風に描かれている。登録には、シャツの襟ラベルも含まれている。同じく衣服製
造業者である被告 Nirand Sate-Sriが、白地に黒、類似のレタリングで商標ＫＩＫＡ
ＤＡと描いたシャツの襟ラベルを製造していることを発見したとき、共同原告は商標
の模造であると主張し、警察とともに被告に対する刑事告訴を行った。 
 
警察は被告の敷地内に立ち入り、被告のラベルを４１ロール分押収した。この訴訟は
検察官が公訴し、これに共同原告が参加した。 
 
地方裁判所は訴えを却下した。検察官と共同原告は控訴裁判所に控訴した。控訴裁判
所は下級審の決定を覆し、被告を商標の模造によって有罪と認定し、これに禁固２ヶ
月、執行猶予１年と、罰金１００バーツ（約４０米ドル）の刑を宣告した。被告はさ
らに最高裁判所に上告した。最高裁判所は控訴裁判所の判決を支持した。判決に至っ
た根拠として、最高裁判所は次の理由を示している。 
「被告の配色（白地に黒文字）は共同原告（紺地に金文字）とは異なり、被告のレタ
リングのスタイルも共同原告とは異なるものの、被告は共同原告の文字商標であった
ＫＩＫＡＤＡという言葉を確かに使っていた。したがって、被告が使用した商標は、
共同原告の商標と非常に類似性が高い（模造である）と考えられる。２つの商標が同
種の商品について用いられた場合、公衆の混乱を招くことになる。」 

 
 



 

  
            

ザ・ビーチボーイズ事件ザ・ビーチボーイズ事件ザ・ビーチボーイズ事件ザ・ビーチボーイズ事件    
 
    

最高裁判決６２８３・２５３８号（民事事件）最高裁判決６２８３・２５３８号（民事事件）最高裁判決６２８３・２５３８号（民事事件）最高裁判決６２８３・２５３８号（民事事件）    
Brother Records, Inc.  v.  Adinand  ChaleawsriBrother Records, Inc.  v.  Adinand  ChaleawsriBrother Records, Inc.  v.  Adinand  ChaleawsriBrother Records, Inc.  v.  Adinand  Chaleawsri 

 
米国のロックバンドの名称であり、商標登録され、レコード、テープ、そして衣服な
ど、さまざまな商品で利用されている商標 THE BEACH BOYS（ザ・ビーチボーイ
ズ）の権利を有する米国の会社 Brother Records, Inc.（ブラザーレコード）は、 
Adinand  Chaleawsriが申請した BEACH BOYSの文字とサーフィン用具の絵をあし
らった商標の登録に対する異議申し立てを行った。 
申請は衣服も含まれる形で行われている。 
 
商標登録官は異議申立てを却下したが、ブラザーレコードは登録官の決定を撤回させ、
Adinand が BEACH BOYS及びサーフィン用具の商標を、これ以上使用することを差
し止める命令を得るために、Adinandを被告とする民事訴訟を提起した。 
 
ブラザーレコードの主張によれば、BEACH BOYS及びサーフィン用具の登録を申請
したときに、Adinandは商標 THE BEACH BOYSの存在に気づいており、したがっ
て、彼が悪意で申請を行ったとする。Adinandは、自分こそが係争中の商標の審の権
利者であり、登録官が異議申立てを却下した事実は、自分には全く関係がないと抗弁
した。 
 
民事裁判所は、この事件を却下した。ブラザーレコードは控訴裁判所に控訴した。控
訴裁判所は民事裁判所を支持した。ブラザーレコードはさらに最高裁判所に上告した。 
 
最高裁判所は両方の下級裁判所の判決を覆し、ブラザーレコードに有利な認定を行っ
た。判決に至る根拠として、最高裁は次の理由を示した。 
被告の商標は言葉と用具から構成されるものの、言葉の方が商標にとっての重要な要
素である。また、原告の商標を構成する単語が３つ（THE BEACH BOYS）であるの
に対して、被告のものは２つ（BEACH BOYS）であるものの、両方の商標の本質的
な要素は“BEACH BOYS”であるため、被告の商標に“THE”という単語がかけて
いることは重要な違いではない。 
商標 THE BEACH BOYS にかなり似た BEACH BOYS及びサーフィン用具の商標の
登録を申請したことによって、被告は、自らの商品の由来について、これを購入する
公衆を誤認させる危険性がある。 
原告の商標の知名度を利用する意図が被告にあったことはかなり明白であり、したが
って、被告の行った申請は、悪意による権利の行使であり、その成就を許してはなら
ない。（最高裁の判決を受け、Adinandの申請は最終的に拒絶された。） 



 

  
            

未登録周知商品形態の保護未登録周知商品形態の保護未登録周知商品形態の保護未登録周知商品形態の保護    
 

（パッシング・オフ）当事者の和解により解決（パッシング・オフ）当事者の和解により解決（パッシング・オフ）当事者の和解により解決（パッシング・オフ）当事者の和解により解決    
 
 
ある製薬会社が、茶色と黄色の縞になった BISVOLという商標のもと、薬品を製造・
販売している。同社製品がある程度一般に認知された後、タイ企業が新しく
MANOVONという商標で同種の新製品を発売した。この件で問題となったのは、商
標の類似性ではなく、商品パッケージであった。 
 
MANOVON商標（登録なし）を持つ新製品のパッケージは、茶色と黄色の縞があし
らわれ、BISVOLとほとんど同じデザインである。縞模様のスタイルこそ異なってい
たが、パッケージの体裁は BISVOLと同様に映るものだった。 
 
このニセ商品はタイで製造され、タイの特に都市部で販売されていた。BISVOL商標
の所有者は、BISVOL商品を販売する同じドラッグストアで、ニセ商品を発見した。 
両商標は取り違えるほど似てはおらず、したがって商標法による訴訟とならなかった。
その代わり、刑法第２７２条に基づき、裁判に訴えることとなった。 
 
刑法第２７２条第１項は、詐称通用（パッシング・オフ）に対処するには格好の規定
であり、「（１）他の者の商売において用いられる名称、形、人工的標章、言い回し、
もしくはそれと類似のものを、公衆をして、その者の商売・商品と混同せしめる意図
で、自らの商品、パッケージ、カバー、公告、価格表、商用文などに用いる者」が同
規定の対象である。 
 
この事件は、タイの製薬業者が紙上から製品を回収し、BISVOL商標所有者に譲り渡
したことから、法廷の外で解決をみた。両当事者は損害賠償を伴わない和解に達した。
被害額は正式には計算されなかったが、ニセ商品の発見から紛争解決まで１年以上が
経過していることから、かなり深刻な被害だったと言うべきだろう。 
 
この件で法的措置をとるのに困難だったのは、BISVOL商標所有者が刑事訴訟を起こ
すのに乗り気ではなかったことである。ニセ商品製造者側が勝訴した場合、反対に訴
えられる危険もあるからだ。こうして本件は警察の手に委ねられることとなった。 
さらに、問題のパッケージによる混同があったかどうかについての一般消費者調査に
も何ヶ月かがかかった。 
 
ニセ商品の製造・販売における責任について、刑法・商標法・著作権法では、販売の
意図を持ってニセ商品を製造・販売・売り込み．所有する者に対してのみ、罰則が規
程されている。ニセ商品を購入する一般消費者にはこうした罰則は適用されないが、
ニセ商品を大量に購入した場合、販売する意図を持ってニセ商品を所有したとみなさ
れることもありうる。 



 

  
            

MARUIMARUIMARUIMARUI 事件事件事件事件    
    
    
最高裁判例第７７３１号／１９９５年最高裁判例第７７３１号／１９９５年最高裁判例第７７３１号／１９９５年最高裁判例第７７３１号／１９９５年 
被告被告被告被告    丸井株式会社丸井株式会社丸井株式会社丸井株式会社    対対対対    原告原告原告原告    ＤＯＭＯＮ株式会社ＤＯＭＯＮ株式会社ＤＯＭＯＮ株式会社ＤＯＭＯＮ株式会社    
 
 原告は、１９８８年に「〇Ｉ〇Ｉ Ｙｏｕｎｇ Ｆａｓｈｉｏｎ」という商標を旧分
類の第３８類、服飾及び靴を指定商品として登録した。しかし、“Ｙｏｕｎｇ 
Ｆａｓｈｉｏｎ”という言葉は一般的な用語なので、商標としては認められなかった
（登録要件を満たさない）。その後、原告は“Ｍａｒｕｉ 〇Ｉ〇Ｉ”と言う名前の小
さなデパ－トを同年、サイアムスクエア－に開店した。 
 
 １９８９年、丸井株式会社が、第３９類の紙の袋を指定商品として商標を出願した。
出願は公告が認められ商標公報に掲載された。原告はこの公告に対して異議申し立てを
し、丸井株式会社の商標は、原告の商標「〇Ｉ〇Ｉ Ｙｏｕｎｇ Ｆａｓｈｉｏｎ」に
類似していると訴えた。丸井株式会社は、「〇Ｉ〇Ｉ」という商標は長年使用され、１
９７３年に日本で登録されている、原告はこれを盗用し、“Ｙｏｕｎｇ Ｆａｓｈｉｏ
ｎ”という言葉をつけ、タイで登録した。しかし、Ｙｏｕｎｇ Ｆａｓｈｉｏｎという
言葉は商標として認められなかった。それゆえ、原告の商標は、実質的に「〇Ｉ〇Ｉ」
のみである。 
 
 最終的に、商標登録官は被告の商標が登録されるべきであると決定した。原告は丸井
株式会社の出願が、自社の商標と類似しているとの理由で、その出願を無効とする訴え
を裁判所に起こした。 
 
 丸井株式会社は、１５年前（１９７３年）に日本で商標登録する以前から、既に３０
年間も本商標を使用してきたことを証明した。本商標は日本では大変良く知られている。
第一審と上訴審は、丸井株式会社がこの商標に対してより強い権利を有するので、丸井
の商標登録が認められるべきであるという判決を下した。 
 
 原告は最高裁に上告した。最高裁の判決は、原告は同社の従業員が「〇Ｉ〇Ｉ」とい
う商標を考案したと主張するが、それが被告の商標と偶然にも同一であるということは
信じがたいし、起こりえないことである。さらに、原告は同社の社員が本商標を考案し
たと言うが、出願で指定された発音は日本語の「丸い・丸い」であり、日本のものから
取り入れられたに違いない。さらに、原告の商標は「〇Ｉ〇Ｉ ＹｏｕｎｇＦａｓｈｉ
ｏｎ」であるのに、原告の店の前には“Ｍａｒｕｉ 〇Ｉ〇Ｉ”と書かれており、同店
で使用する紙袋には「〇Ｉ〇Ｉ」とだけ記載され、登録された時のように、“Ｙｏｕｎ
ｇ Ｆａｓｈｉｏｎ”という言葉をつけてはいない。 
  
このような事実から、原告には悪意があり、被告はこの商標に対してより強い権利を持
つとの判決が下された。 
 



 

  
            

MITAMITAMITAMITA 事件事件事件事件    
 
 
最高裁判例第１３７号／１９９１年最高裁判例第１３７号／１９９１年最高裁判例第１３７号／１９９１年最高裁判例第１３７号／１９９１年    
原告原告原告原告    Mita Industrial Co.,LtdMita Industrial Co.,LtdMita Industrial Co.,LtdMita Industrial Co.,Ltd    対対対対    被告被告被告被告    Mr.Boon chuLertkiatpanichMr.Boon chuLertkiatpanichMr.Boon chuLertkiatpanichMr.Boon chuLertkiatpanich 
 
 原告は、１９８４年に、第３９類で文房具を、第１類でトナ－の商標を出願した。商
標登録官は、原告の“ｍｉｔａ”という商標が、被告が同じく第３９類と第１類で登録
した“ｍｉｔａ”という商標と同一であるとの理由で、拒絶した。 
 
 原告は本商標に関してより強い権利を有するため、原告の商標が登録されるべきであ
ると主張して、裁判を起こした。原告はまた、被告の登録の取り消しを要求した。 
 
 被告は１９８１年に商標を出願し、１９８３年と１９８４年にそれぞれ登録されてい
る。被告は“ｍｉｔａ”という商標を紙と塗料に長年に渡って使用し、タイ人の間で広
く知られていると主張した。 
 
 それに対し原告は、“ｍｉｔａ”という商標を日本及び他の数カ国で登録し、使用し
てきたこと、またタイでは、原告は同社の製品に本商標をつけ、１０年間ほど使用して
きたことで、人々に広く知られるところとなった事を主張した。 
 
 第一審は原告の訴えを却下し、原告はこの事件を控訴した。控訴審では、原告は 
“ｍｉｔａ”という商標について被告より強い権利を有するという判決が下され、被告
に対し商標登録の取消命令が下された。 
 
同判決を受け、被告は最高裁に上告したが、最高裁は二審の判決を支持した。判決に
よれば、 Mita Industrial Co.,Ltd は被告が商標の出願をする以前から諸外国で本商標
の登録をし、本商標をつけた製品をタイに輸出していた。さらに、被告は Rand 
Corporation 社の社長であり、同社は以前タイにおける原告の製品の販売代理者であっ
た。それゆえに被告は、原告が“ｍｉｔａ”という商標のオ－ナ－であることを認識し
ており、 Mita Industrial Co.,Ltd は“ｍｉｔａ”という商標についてより強い権利を
有する。後に被告 Mr.Boon chuLertkiatpanichの登録は取り消された。 
 
 
 



 

  
            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．Ⅱ．Ⅱ．Ⅱ．著作権侵害事件判例集著作権侵害事件判例集著作権侵害事件判例集著作権侵害事件判例集    
    
 
 
 



 

  
            

マイクロソフト社のプログラム模倣事件マイクロソフト社のプログラム模倣事件マイクロソフト社のプログラム模倣事件マイクロソフト社のプログラム模倣事件    
    
    
訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー139139139139／／／／2541(1998)2541(1998)2541(1998)2541(1998)        MicrosoftMicrosoftMicrosoftMicrosoft    CorporationCorporationCorporationCorporation            原告原告原告原告    
審判番号オー審判番号オー審判番号オー審判番号オー510510510510／／／／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)        AtechAtechAtechAtech    ComputerCo.,Ltd.ComputerCo.,Ltd.ComputerCo.,Ltd.ComputerCo.,Ltd.        第１被告第１被告第１被告第１被告    
                                                                                        他合計３名他合計３名他合計３名他合計３名            共同被告共同被告共同被告共同被告 
 
関連条文関連条文関連条文関連条文    
    刑法９１条刑法９１条刑法９１条刑法９１条        
    民法第５５２民法第５５２民法第５５２民法第５５２    
    1994199419941994年著作権法第年著作権法第年著作権法第年著作権法第 31313131条条条条 91919191項、同項、同項、同項、同 3333項、項、項、項、69696969条第条第条第条第 2222節、第節、第節、第節、第 71717171条第条第条第条第 2222節節節節    
 
 この訴訟を告訴する事実上の代理人について原告が委任した委任状はアメリカ合衆国
で作成されたもので、アメリカ合衆国の外務省によって認証され、かつ公証人により正
式証明されたものであって、民法第 3章 47条により、法的に有効な委任状と見なされ
た。 
 第 1被告および第 2被告は委任状に原告の会社印が押印されていないことを理由にそ
の有効性を否定すに足る証拠を提示しなかった。 
  
 裁判所は『BOR』の署名ををもって、原告が認めた権限のある代理人であるとした、
会社の印がなくても、代理人の権限を有することとを証明していりうからである。 
 さらに、ワシントン州の別のもう一人の公証人である『JOR』の宣誓書によって、
『BOR』は合法的に会社の役員会によって賛同された正式な原告の代理人であり、会
社の社員は必要なく有効であることを証明した。よって裁判所は原告の権限ある代理人
であると認め、この訴訟を実行できるものと判断し、原告はよって本訴訟を告訴する権
利を有しているものとする。 
 
 SORによって被告より購入した、コンピュータを検査したところ、本訴訟に訴えら
れたとおり、原告のプログラムが組み込まれていたことが判明した。一方、この機械の
ハードディスクは原告のプログラムがサブディレクトリーされる前にフォーマット化さ
れている。フォーマット化はすべての保存データファイルを抹消するので、技術的に不
可能であるので、原告のコンピュータプログラムは、ハードディスクが模倣されたか、
または他のハードディスクに組まれたプログラムが模倣されたものと結論される。 
                            
 さらにこの機械に設定された原告のコンピュータプログラムの続き番号を調べると、
その続き番号はすでに破棄されたものであり、原告のプログラムに使用しない続き番号
であることが判明した。 
 マイクロソフト社のウィンドウズ９５タイ版プログラムのプロパティを調べると、続
き番号は 26895－OEM-0004854-88605であり,マイコロソフト社のウインドウズ 95タ
イ語版に新しく組み込まれた『OEM』の文字から改造されたものと判断する。 
  
 しかし、保存機能を検査したところ、この機械にはさらにマイクロソフト社の DOS
およびマイクロソフトウインドウズ 3.11プログラムも組み込まれていることが判明し
た。これは、機械に組み込まれたウインドウズ９５タイ語版は上記マイクロソフト
DOSおよびウインドウズ 3.11からアップグレードされたもので、表示された続き番号
の一致した新しいプログラムでないものが組み込まれたかのように改造されているもの
と考える。 
  
 マイクロソフト、オフィスプログラムの続き番号がその他の番号の中に見られ、
1111111であり、この続き番号は最初の原本のプログラムかｓら改造されて新しく創作
されたものである。これらの組み合わせの番号の中で、原告は７で割り切れる数字を定
め特定した数字を作る策を取ったことによって、上記番号が改造された時、7つの１が



 

  
            

改造の発見を簡単にすることができる。よって原告のコンピュータプログラムが続き番
号の改造により模倣された情報が入手できた。 
 
 さらにマイクロソフトのソフトウェアに対する本物であることを示す証明書、エンド
ユーザーに使用許諾契約、製品登録証明書、使用マニュアル、コンピュータプログラム
を記録する CD-ROMないしはディスケットも無かった。 
 この機械の中のすべてのコンピュータプログラムは原告の著作権の侵害によってなっ
ているものであることは明白である。第 3被告が第 1被告に当局の許可無く原告のプロ
グラムが売られたことは原告の著作権を侵害している事実を立証する。 
 
 第 3被告に売られたコンピュータハードウェアは第 1被告によって製造されたもので
あります。第 3被告はこのハードウェアを第 1被告の被雇用者としての立場で販売した。
この販売によってもたらされた利益は第 1被告に帰する。 
 
 別表６に示されるコンピュータハードウェアの販売は第 1被告の販売事務所で発生し
た。このコンピュータハードウェアはその販売事務所で作動実験され、販売員であった
第 3被告以外に、第 1被告の技術員もこの原告の著作権を侵害するコンピュータプログ
ラムの作動実験に立ち会った。作動実験はショウルームで公然と公開され、コンピュー
タハードウェア営業員と第３被告および SORとの間で議論された、第３被告は第１被
告が、この原告の著作権を侵害する海賊版ののコンピュータプログラムを提供できるこ
とを仄めかしたものと述べた。 
  
 これらの事実は、原告の侵害された著作権のあるコンピュータプログラムが組み込ま
れたコンピュータハードウェアの販売は、第３被告によって犯されたのではないことで
ある。特に、第１被告が工場で製造したコンピュータハード機器は販売事務所に直接、
送付されていた。コンピュータハードウェアの販売は第 1被告の事業目的である。よっ
てこの利益は第 1被告のものであるが第 3被告が原告の所有するコンピュータプログラ
ムの組み込まれたコンピュータハードウェアの販売で特別な利益があったことを示す証
拠はない。 
 
 さらに、サブディレクトリーの著作権はフォーマット化に先立ち、他のコンピュータ
のハードディスクも、「トラックバイトラック」方式で同様にこのコンピュータに模倣
されたものである。他の被告に知られず、CD-ROMあるいはディスケットから模写す
るような簡単な方法でなく、これらの機器を用いる方法で、上記のような方式が必要で
あった。 
 
 その結果、第１被告の被雇用者あるいは関係者が関与していなければ、原告のコンピ
ュータプログラムのこのようなコピーは第３被告によってできなかったものであり、工
場で製造されたこのようなコンピュータハード機器は直接、第１被告の販売事務所に送
付され、第 1被告の責任において第 1被告の場所にある間に、原告のコンピュータプロ
グラムの模倣行為がされたものと考える。 
 
 それゆえ、第１被告の被雇用者とその関係者、特に管理者クラスの者は第３被告の行
為を知り売る立場であり、かつ関与していたことと信じられる。 
  
 第３被告が第１被告の法律上の代表者である見地から、第１被告の他の被雇用者およ
び第１被告の管理、経営に携わる者であれば、運営やコンピュータハードウェアの販売
に関して上記のような事実を知りうる立場にあったはずで、もし顧客がコンピュータプ
ログラムを欲しい場合、第１被告は、そのようなコンピュータプログラムが販売許諾さ
れたものであるかどうか、を問わず供給することで、第１被告は法人格としての刑法上
の責任が生ずる。 
 
 第１被告の代表責任者としての資格において第２被告は 1994年著作権法 74条の内



 

  
            

容を知り得ずまたは同意なしに法人格において、法を犯していたことを証明しなければ
ならない。このような特殊な場合、第 2被告である、第 1被告の代表取締役の地位とし
て第 1被告のすべての事業活動のすべて管理責任があるとみなされ、第 2被告が総務部
長がそれぞれの場所で運営の監督にあたり、本件の侵害行為を知り得なかったという拒
否申立は受け入れることができない。 
     
 特に、この事件の侵害行為は第２被告の事務所からさほど遠くないパヤタイプラザ・
ビルの事務所の検査室で行われたものである。もし、第２被告の申立のように、被雇用
者に海賊版コンピュータプログラムの販売を禁止する旨を周知徹底させておれば、第３
被告は管理者事務所の近くでそのように公然と法律違反を犯さなかったであろうと考え
られる。 
  
 さらに、第２被告が第３被告から法律違反を知らされてから、告知に従い何らの処置
も取らなかった、海賊コンピュータプログラム販売を従業員に禁止する誠意ある行動が
取られなかった。よって第２被告の拒否は受け入れられないものである。 
 
 第１被告および第２被告の為した行為は、1994年著作権法第３１条１項により解釈
される、商用目的での原告のコンピュータプログラムの模倣という法律違反である。ま
た 1994年著作権法３１条３項に適用される、原告の著作権を侵害した海賊版コンピュ
ータプログラムの頒布に該当するものである。 
 
国税局が原告のコンピュータプログラムの販売について勧める役割をはたし原告に損
害を与えたが、当初よりその海賊コンピュータプログラムを取得する意図で指示したの
は原告ではない。および原告のコンピュータプログラムの模倣は別の場所で行われ、販
売時には模倣はなかった、海賊コンピュータプログラムの販売はコンピュータハード機
器の受け渡しの後になされたことが立証されました。このような状況の中で、第１被告
と第２被告は別個に行動し、別々の罪を犯している、彼らは個別の法律違反行為を犯し
たと判断される。 



 

  
            

著作物の営業目的以外の使用にかかわる事件著作物の営業目的以外の使用にかかわる事件著作物の営業目的以外の使用にかかわる事件著作物の営業目的以外の使用にかかわる事件    
    
    
起訴番号オー起訴番号オー起訴番号オー起訴番号オー326326326326／／／／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)                検察庁検察庁検察庁検察庁    
                                                                        法務局法務局法務局法務局                                    原告原告原告原告    
判決番号オー判決番号オー判決番号オー判決番号オー784784784784／／／／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)                ﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙ    （株）（株）（株）（株）            第第第第 1111原原原原
告告告告    
                                                                                                                                            その他合計その他合計その他合計その他合計 3333名名名名                        共同原告共同原告共同原告共同原告    
    
                                                                        ｶﾉｯｸﾁｬｲｶﾉｯｸﾁｬｲｶﾉｯｸﾁｬｲｶﾉｯｸﾁｬｲ    ﾍﾟﾁｬﾀﾞﾜﾝﾍﾟﾁｬﾀﾞﾜﾝﾍﾟﾁｬﾀﾞﾜﾝﾍﾟﾁｬﾀﾞﾜﾝ                                    被告被告被告被告    
            
1994年著作権法第 32条第 2節１項 
 
 被告は、1994年著作権法第 32条第 2節１項に求められる、営業目的でないことの事
業で調査、教育事業に使用し、著作権の侵害を免れるためには、以下の 3つの事項につ
いて裁判所に満足のいく証拠を立証せねばならない。 
 
 １． 被告の行為は著作権所有者の通常利益の障害にならず、 
    過度に著作権の所有者に不利な影響を与えないこと。 
 
 ２． 被告の行為は調査、教育を目的とする事業であること。 
 
 ３． 被告の事業は利益追及でない行為であること。 
 
 著作権の所有者の経済的利益は著作物を使用する排他的権利を有する。自由経済シス
テムにおいては経済的利益は創作者が創作することに大きな影響を与える。その影響は
社会活動のすべて、知識、芸術、科学、そして人間のより良き生活にわたり影響する。 
著作権所有者の経済的利益は社会利益とのバランスが必要で、社会の人々に教育や、新
しい知識の創造に役立つものでなければならない。  
 
 調査や分析が著作権所有者の権利に反するか利するかは基本的にその事例ごとに違っ
てくる。私たちはその質および量を観察しなければならず、この事件に描かれている訴
えは、営業、経営管理および社会科学コース入門などの教材に関するもので、多数の学
生がこれらの課程を受講しているものと考えられる。例えば、教師の指定による教科書
を模倣しても、それは合法的使用であって、1994年著作権法第 32条第 2節１項に該当
する著作権の侵害の明らかな例外事項である。 
  各学生が同じことをしても、やはり著作権侵害の例外となる。 
 
 経営機構、作業分担の見地から、個々の学生は自分で模写するかわりに他人に模写を
させる必要があるならば、その雇われた人はその人にかわり、営業として料金を取り、
模写代、紙代に当てる役務を提供する。 
  
 このような場合はどうであろうか、たとえば商業目的のフォトコピーショップにおい
て、利益を得ている場合、これらの活動は労働力、機械、器具の使用による結果、たと
えば人件費、複写機械、紙代によって提供される。フォトコピーショップはなにも他人
の著作権の侵害により利益を得ているものではない。店と学生の間の契約によって行わ
れているものである。店舗は道具としてまたは代理としてが学生のために複写している。
著作権の侵害の例外規定は店舗にも学生にも適用される。 
 
 量の問題として、複製の量は著作権所有者の利益によって 3つのタイプに分けられる。
まず第一に、使用者は著作権所有者の許可または認識なしに、個人的な調査、分析の目
的のために複製する。 



 

  
            

  
 多くの国において印刷、頒布する団体が複製する適量を予定しているような場合、１
つの定期刊行物につき記事 1本、1冊の書籍につき 1章だけ、あるいは１０％を超えな
いなど、決められている場合がある。特に、先進国では書籍の価格は国民所得とか、高
度な教育とか関係無く決められることに使用者は反対意見がある。 
 
 第二に、個人的教育または他の代理機構、たとえば図書館、コピー店などが権利を使
用する許可を与えている機能において、教育目的でない場合には著作権者から許可を得
て、その一部分を複製し、またロイヤルティーを支払うものとしている。 
このタイプの複製は 1994年著作権法 32条第 2節 1項の著作権侵害の例外規定に適用
されるものではない。多くの問題はこの第 1、第 2の場合の複製の量に関することに起
因している。 
 
 我々は、著作権所有者の共同原告に対し、それが合理的かつ正当な複製の量かどうか
検討する。調査および教育の定義は、分析者が新しい作品を生み出すための調査、また
教育者は個人的知識を得るための教育であるとしている。調査には参考書籍から大量の
情報と内容が必要であり、学生に定期刊行物の一部の記事、書籍から一部の章のみを許
可することは、その書籍の思想、哲学を理解することは不可能である。学生に法律によ
り例外規定が適用されず、すべての書籍や定期刊行物を購入するよう求めるのは社会的
教育の発展の妨げになるであろう。  
 
 印刷所において考える時、この事件の所有権者である印刷所はタイ国内で使用する許
可を求める代理人を指定したことは明らかでなく、もし学生、教師、またはフォトコピ
ーショップがタイ国での代理人になれば、複製を正当化するために著作権所有者から許
可を得なければならない、その様な被告とや組織はどういう手続きをとるか明らかにさ
れていない。 
 もし著作権者が許可を与えるためにその書類作成とか、便宜を計る方式を確立しない
ならば、この事件である被告が行った複製の行為は、教育目的であって、所有者の利益
を妨害するものとみなされない、あるいは 1994年著作権法第 32条第 1節の著作権者
の法的権利の効力があるとみなされない。 



 

  
            

著作権の使用許諾を受けない複写著作権の使用許諾を受けない複写著作権の使用許諾を受けない複写著作権の使用許諾を受けない複写にかかわる事件にかかわる事件にかかわる事件にかかわる事件    
 
                                   
訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー372372372372／／／／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)        検察庁検察庁検察庁検察庁    
                                                                法務局法務局法務局法務局                                            原告原告原告原告    
判決番号オー判決番号オー判決番号オー判決番号オー784784784784／／／／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)        ﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙﾌﾟﾚﾝテｪｽﾎｰﾙ    （株）（株）（株）（株）            第第第第 1111原告原告原告原告    
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                                                                ソムサックソムサックソムサックソムサック    タナサラセニタナサラセニタナサラセニタナサラセニ                    被告被告被告被告    
         
著作権法 1991年第 32条第 2節（１）項 
 
 本件は訴訟番号オー326／2542、判決番号オー784／2542の事件とは性質が異なる。 
前回の被告は原告の著作物の複写は著作権侵害の除外規定である学生とフォトコピーシ
ョップの経営者との請負契約による複写であった。前例の事件の被告は学生から請負に
より著作権の侵害の例外となり、解決された。 
 
 しかし、本事件では被告は学生の求めではなく、自ら複写行為をなした。被告は学生
としての著作権の侵害の例外を申したてしなかった。なぜなら被告の目的は教育とか調
査ではなく、著作権のある著作物を大量に複写し、普通の営業として利益を得るためで
あった。それゆえ被告は事業に使う目的で他人の文学作品の著作権を複写したことによ
り有罪である。 
  
 原告は裁判所に 4台の複写機を押収する命令を求めているが、これらの複写機が著作
権を直接、侵害したわけでなく、被告は顧客のために書類を複写する事業を行っており、
合法的に複写機を使い書類を複写することに使われ、学生や教師の指示に従い、教育ま
たは調査のために書類を複写し、利益を生むためまたは私的の目的でないことから複写
機は犯罪を犯した財産でない。罪は権限なしに複写されたことにより犯されたことであ
る。 
 
 複写機そのものは被告の受けたさまざまな書類の複写をするために使用される機器で
あり、仕事の一部として使われるだけの物であり、この複写機に対する押収命令の根拠
はない。 
 
 原告が裁判所に、被告の行為は経済、国際貿易関係に悪影響をおよぼすので、厳重な
罰を与えるよう要望したことに関し、事実は複写はタイプにて行われ、高等教育機関に
て使用されているもので、被告が学生の代わりに複写をしたならば、学生と同様に著作
権の侵害の例外規定を受ける権利があったものといえる。 
 
 この特別な訴訟事件では、被告は短絡的に自ら複写をし、学生に書類を複写する役務
の提供を競争し便宜を図ったものである。 
 
 しかるに著作権者である出版社はこの訴訟でタイ国に著作権の使用の許諾を与える代
理人の選定をしなかった。もし学生、教師、あるいはフォトコピーショップがタイ国の
代理人になっていれば合法的に著作権の使用許諾を申請できたであろう。よってそれら
の人々、組織はその許諾取得の申請の方法がわからなかった。被害者側にもこの著作権
侵害の事件の部分的責任があったといえる。 
  
 この訴訟の被告はまだ若干 28歳であった。彼はアサンプション大学を卒業後、コピ
ー店の経営を行っている。彼は近代経営管理の考えから、効率よく、競争力をつけるた
め、良いサービスを提供できるシステムを構築したいと思っていた。一つの営業策とし
て、学生が授業で使うものを学生が求める前に、学生に提供することであった。この営



 

  
            

業方針が被告の責任、罪となった。 
  
 裁判所は被告のような人間は適正かつ合法的なやり方で業務ができる機会を受けられ
るべきで、また、被害者側と交渉し、教育･研究で使われる様々な文学作品のロイヤル
ティー徴収機関を設立する機会が与えられるべきだと考えられ、禁固刑は被告に相応し
くなく、被告の行為は学生の便宜をはかるために犯した罪であり、その利益も合理的な
ものにすぎないからである。 
 



 

  
            

広告看板の図柄の著作権にかかわる事件広告看板の図柄の著作権にかかわる事件広告看板の図柄の著作権にかかわる事件広告看板の図柄の著作権にかかわる事件    
    
    
訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー38383838／／／／2541(1998)2541(1998)2541(1998)2541(1998)                    
                                                                男）ソムマイ男）ソムマイ男）ソムマイ男）ソムマイ    ツップトングツップトングツップトングツップトング        原告原告原告原告    
判決番号オー判決番号オー判決番号オー判決番号オー786786786786／／／／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)            
                                                                男）ソムパス男）ソムパス男）ソムパス男）ソムパス    メープントメープントメープントメープント            被告被告被告被告 
 
著作権法  第 6条第 2節、第 10節 
民商法典  第 587条、605条 
 
 
 被告は KORに対し、象のセレモニーに使用する広告看板の製図および設置をする人
に連絡するよう依頼した。KOR は原告に連絡し、被告の図面のアイデアを原告に伝え、
２頭の象が右側に浮かぶように注文した。この図柄は 1992年著作権法 6条 2節で保護
されていない被告のアイデアであった。KORによって原告に提示された象の集まるセ
レモニーの素描画は被告の考えた表現であった、原告は原告により最初考えた図柄が原
型として使われたものと考えた。 
 
 原告はその図柄の原型を描いたのでなく、たんに素描画から複製したものであったが、
最善の努力と知識と絵を描く技術を使い、それらは原型を創作するに重要な要素である
と考えられる。よって、原告の創作作品と思われた、この原型描写の構成は正統な象と
宮殿法に出てくるものと類似しており、象の柵は、被告の申し立てのように見えるが、
原告の作品は新しい創造性がないといえない、創造性は新規性または他所で見たことが
なくてもいい。それゆえ原告はその描写技術は原型の創作者であると考える。 
 
 しかしながら KORは原告に請け負わせ、原告も同意した結果、請負契約を結び、民
商法典第 587条による、公告看板の製図および設置の契約を同意のもとに交わした。
被告はその費用を原告に支払うことに同意した。その賃金の額については当裁判所が別
に定める。原告は原型を描く契約にしたがい、部分的に実行したが、原告と被告はその
請負賃金の額について合意できなく、被告は民商法典 605条による、契約を終了した
と解釈した。原型の図柄の著作権は被告に所属する。原告は被雇用者であるから。 
  
 被告は広告看板の図柄を製図、設置するために誰をやとったとしても、その人が原告
の創作を複製した人であっても、原告の訴えるように、被告は著作権の侵害ではない。 



 

  
            

数学理論を含む著作物にかかわる事件数学理論を含む著作物にかかわる事件数学理論を含む著作物にかかわる事件数学理論を含む著作物にかかわる事件    
 
 
訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー訴訟番号オー66666666／／／／2541(1992541(1992541(1992541(1998)8)8)8)        ﾆﾊﾟﾎﾟｰﾝﾆﾊﾟﾎﾟｰﾝﾆﾊﾟﾎﾟｰﾝﾆﾊﾟﾎﾟｰﾝ    ｽｯｼﾞｬﾋﾟﾔﾆｯﾁｸﾝｽｯｼﾞｬﾋﾟﾔﾆｯﾁｸﾝｽｯｼﾞｬﾋﾟﾔﾆｯﾁｸﾝｽｯｼﾞｬﾋﾟﾔﾆｯﾁｸﾝ                                    原告原告原告原告    
                                                                    
判決番号オー判決番号オー判決番号オー判決番号オー5555６／６／６／６／2542(1999)2542(1999)2542(1999)2542(1999)        ﾌｨｼﾞｸｽﾌｨｼﾞｸｽﾌｨｼﾞｸｽﾌｨｼﾞｸｽ    ｾﾝﾀｰﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞ    ﾊｳｽﾊｳｽﾊｳｽﾊｳｽ    会社会社会社会社    
                                                                および共同被告合計および共同被告合計および共同被告合計および共同被告合計 26262626名名名名            被告被告被告被告 
 
1978年著作権法 4,13,15条 
1994年著作権法 6,15,17条 
 
 1992年に原告が著作権を創作した時には、1994年著作権法はまだ施行されていなか
った。それゆえ原告の著作物に著作権があったかかどうかは 1978年著作権法による著
作権が付けられていたかによるものである。被告は 1994年著作権法 6条 2節を適用で
きない。そこでは著作権の保護は数学理論を含まないと言及しているが、1978年著作
権法にはこの言及はない。 
 
 しかるに、1978年著作権法は 1994年著作権法 6条 2節のように著作権保護には数
学理論を含まないと言及していないが、語句において 1978 年著作権法の第 4 条にある、
「創作者」、「作品」の語句で保護される著作物の著作権は、彼または彼女自身による
発案で作られ、創作された著作物でなければならないと言及されている。このことは著
作権物は「発案の表現されたもの」のある著作物でなければならない。発案自体は著作
権法で保護されない。数学理論は単に計算に使われる発案でなく、著作権法で保護され
る発案ではない。 
 
 この訴訟にいう著作物は小学校 1年から 6年に使われる計算を早くする教科書であり、
数学の理解と技能に役立つための練習帳かつ試験する本であり、著作権が保護できる発
案の表現が示されている。著作物は原告の文学的著作物であり、よって 1978年著作権
法第 4条第 4節に該当する文献であるといえる。 
 
 契約は、名称だけでその契約の種類を判断できず、その契約の内容によって判断する
ものである。本件は原告が著作物を被告に販売することが訴訟となったが、契約の内容
は、1件につき 3000部を第 1被告に印刷、頒布をおこない、被告はロイヤリティとし
て表示価格の 10％を原告に支払う契約であった。このことは被告は 1件につき 3000部
の印刷を許可し、その代価として表示価格の１０％を払うことであった。それゆえ、原
告と被告の交わした契約は他人に書籍の印刷、販売を許可するものであって、契約の名
称に一致した著作権の譲渡を含む、購入契約ではない。 
 
 この教科書に印刷されている語句類や票類の小さな誤りの訂正はその当時施行されて
いた 1978年著作権法 4条による変更訂正に適用される重要条件にはまらないものであ
る。 



 

  
            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ．Ⅲ．Ⅲ．Ⅲ．特許・商標法侵害事件判例集特許・商標法侵害事件判例集特許・商標法侵害事件判例集特許・商標法侵害事件判例集    
    
 
 



 

  
            

訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー61616161／／／／2541254125412541（（（（1998199819981998））））    カンタナグループ株式会社カンタナグループ株式会社カンタナグループ株式会社カンタナグループ株式会社            原原原原
告告告告    
    
判決番号トーポー判決番号トーポー判決番号トーポー判決番号トーポー26262626／／／／2542254225422542（（（（1999199919991999）男）タヴィチャイポンパンデチャ）男）タヴィチャイポンパンデチャ）男）タヴィチャイポンパンデチャ）男）タヴィチャイポンパンデチャ    被被被被
告告告告 
 
民商法典第４２０条 
商標法１９９１年 第４条、第８条(11項）、３８条、４６条 
 
 
 原告は A会社からカンタナ グループ株式会社に名称変更した会社であるが、A会
社の法的権利を引き継ぐことができる。会社の名称変更の登記により原告は二つの法人
名を使うことはできない。しかるに商標出願の会社は A会社であり、後にこの訴えの
名義はこの原告会社の名前であるが同じ法人の権利がある。原告会社は相手側に１９９
１年商標法第３８条により、商標委員会に不服申立および、裁判所に被告を告訴する権
利を有する。 
  
 被告の不服申立は、原告は娯楽産業を『カンタナ』の商標、サービスマークとして使
用のもとに営業しており、またこの子会社では『カンタナ』の商標にもとづく品を販売
するのが目的であった、しかし提訴のなかで原告およびその子会社の『カンタナ』の商
標があらわす物の商品、サービスがどんなものであるかの証拠がない。原告は単に会社
の公印と役員の署名により、法人の決裁権をもっていただけであり、なんらかのシール
とか商標を商品、または役務提供に付けて、他人に示していなかった。 
  
 原告の対象物は法人登記にかんする事項を娯楽産業および印刷物に記入したいただけ
で、商品、とくに下着に示されていなかった。 
  
 しかし原告は『カンタナ』の名前を、１９８４年会社登記のときから使用し、被告は
『カンタナアンダーウエア』の商標を１９９３年に出願した。その名前は原告の会社の
名前に類似していたが、原告は娯楽産業および公告業にカンタナの名前を使用していた
だけであった。原告は下着の販売業からはほど遠い事業であった。 
  
 しかし原告の申立によれば、『カンタナ』の名前は広く公衆に知られおり、『カンタ
ナ』の名前が商品に付けられた場合、一般大衆はその商品または事業が原告の創設した
ものと混同する。被告の商標『カンタナ』は原告のものかどうかと一般公衆を惑わす。  
  
 原告は異議申立に際し、証拠、証人を立てず、申立を証明するものがない。よって裁
判所は原告の『カンタナ』が良く知られた名前であるか、一般公衆が商品の販売元、ま
たは創作者を混同させるものであると結論できず、原告の名前に類似した被告の商標は
１９９１年商標法、４６条第 1項により無効ではないとされた。 
  
 なぜなら、原告は『カンタナ』の商標権を有せず、また、原告は被告が『カンタナ』
の商標の使用された商品によって、意図的に原告に被害を与えたことを証明する証拠が
ないからである。 
 よって、原告には権利の保護を求める権利がないものとみなされた。 
１９９１年商標法第４６条第１項により、原告の商標は登録されていないので保護され
ない。  
  



 

  
            

訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー60606060／／／／2541254125412541（（（（1998199819981998））））        パナビシ株式会社パナビシ株式会社パナビシ株式会社パナビシ株式会社                        原原原原
告告告告    
    
判決番号トーポー判決番号トーポー判決番号トーポー判決番号トーポー41414141／／／／2542254225422542（（（（1999199919991999））））        松下電子工業松下電子工業松下電子工業松下電子工業    会社会社会社会社                    被被被被
告告告告 
 
民事法  第 55条 
商標法 １９９１年版  第６条 
 
 
 原告は商標の登録出願者から商標権の権利譲渡について不服を訴え、被告も原告の商
標が被告の商標と類似し、混同されることに対する不服を申し立てた。原告は出願が却
下されたことに対し、商標登録官に異議を申立てた。商標委員会では登録官の決定を承
認したが、これに関し、原告は、「原告の使用している商標権は被告のものである」と
したこ登録官の決定を不服とし、不服を裁判に訴える権利を有すると主張した。 
 
 原告は空調機に使用される『パナビシ』の考案された文字の前に大きな三角形の図柄
が浮かびあがる意匠の商標の登録を出願した。被告は『パナ』、『パナソニック』を使
用する商標であり、たとえば『パナコピー』とか『パナサイクル』などの名称を、空調
機も含み他の電気製品に使用している。それらは原告が登録する前に被告が他の国々に
おいてすでに登録しているものである。 
 
 原告は空調機の販売事業をおこなっているので、原告は商標である『パナソニック』
また『ミツビシ』の商標について、原告が問題の商標を考案する前にすでに聞いたこと
があるはずである。この問題の商標を検討したところ、その名前を付けたのは『パナソ
ニック』の前 2文字と『ミツビシ』の後ろ 2文字を合成したものである。これらは原告
の商品が上等なもので、被告の関連会社であるかのような錯覚を公衆にあたえ混同させ
る意図があったと考えられる。 
 
 原告の商標図柄は被告の考案した語句に三角形の意匠であるが、この三角形も社名の
一部、また思わせぶりである。一般的に購入者は名前を探す。よって原告の商標は被告
の登録された商標と類似しているとの判断が下された。 



 

  
            

訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー訴訟番号トーポー46464646／／／／2541254125412541（（（（1998199819981998）ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ    ﾌｰﾄﾞﾌｰﾄﾞﾌｰﾄﾞﾌｰﾄﾞ    ｱﾝﾄﾞｱﾝﾄﾞｱﾝﾄﾞｱﾝﾄﾞ    ﾍﾞﾍﾞﾚｯｼﾞﾍﾞﾍﾞﾚｯｼﾞﾍﾞﾍﾞﾚｯｼﾞﾍﾞﾍﾞﾚｯｼﾞ    株式会社株式会社株式会社株式会社    原原原原
告告告告 
 
判決番号トーポー判決番号トーポー判決番号トーポー判決番号トーポー26262626／／／／2542254225422542（（（（1999199919991999）ミセス）ミセス）ミセス）ミセス    ブッサバブッサバブッサバブッサバ    ナバンチャンナバンチャンナバンチャンナバンチャン                被被被被
告告告告    
 
 
民商法典 第４２０条 
商標法 １９９１年 第 6条 
 
 
  被告は、『トーラス チェンマイ』の看板を掲げて営業活動を行っている。看板は
原告のサービスマークのような四角の青色ではないが、原告の『トーラス』のローマ字
を思わせる。字体と意匠は同じもので、被告のほうには『チェンマイ』がマークの一部
として追加されているが、『トーラス』を強調し赤文字で黄色文字の『チェンマイ』よ
りも目立っているため、実質的に原告と被告のサービスマーク、『トーラス』が問題と
なった。被告は原告と同じく料理、酒類を販売する事業であり、公衆に被告が原告との
関連があるような困惑を引き起こしていた。 
 
 もちろん原告は被告より先にサービスマークを登録している。被告には原告より正当
性がない。また被告は過去に原告の従業員であった事実から、被告は原告のサービスマ
ークが登録されていることを知っていた証明になり、被告は原告のサービスマークを意
図的に侵害したと思われる。 
 
  原告から示された証拠により、原告の収入を冒すために、被告が店を開いたかどう
かは定かではないが、原告は過去に幅広く、広告媒体に投資し、原告のサービスマーク
を広告してきたので、原告のサービスマークは公衆に良く知られるようになった。被告
は広告に名前を載せず、原告のサービスマークが良く行き渡っていることに頼って、利
用していたことになる。 
   
 また、被告の商売は原告の商売の水準より低いサービスであり、このことは原告のサ
ービスマークを侵害するものである。以上のような事実により審判は損害額、150,000
バーツを原告に支払うことを決定した。                              



 

  
            

スパンブリ地方検察庁スパンブリ地方検察庁スパンブリ地方検察庁スパンブリ地方検察庁                                                原告原告原告原告    
ウィーラチャイ・キッチヤルウォンウィーラチャイ・キッチヤルウォンウィーラチャイ・キッチヤルウォンウィーラチャイ・キッチヤルウォン                        被告被告被告被告    
 
刑事訴訟   単独罪（第 90条） 
関連法令：著作権法 仏暦２５３７（１９９４年）第 31条、70条、75条、76条 
 
原告は 1998年 5月 09日、被告は多重の罪科を犯している旨の供述を行った。 
すなわち、 
（１） 被告は映画『パジャマの中のバナナ』のキャラクターの中の一つである、Ｂ１

－バナナ人形の複製を一般の頒布および営業のための販売を行っていることに
より第一の著作権者の侵害にあたる。 

（２） 被告は連続テレビ番組『クレヨンシンチャン』のキャラクターの中の一つであ
るクレヨンシンチャンの著作物の複製を一般の頒布および営業のための販売を
行っていることにより、第 2の著作権者の侵害にあたる。 

 
本件は、1）被告は侵害行為を知っていたかどうか、2）被告による、それら著作物の

の販売あるいは購買者へ提供がそれぞれ別々の罪科にあたるかどうか、3）原告は被告
に知らしめていたかどうか、の 3点が主な争点となった。 

 
通常、単に異なる著作権者の侵害は異なる罪科とは見なさない。また被告による
（１）および（２）の侵害行為は故意に行われたものであったかは明らかにされなかっ
た。よって被告のためを慮り、単独の罪であるとする決定が下された。 
 
原告は被告を著作権法 1994年第 31条、70条、75条、76条および罰則規程第 71条
にもとづき二つの著作権物の人形に関し、著作権者にその半分の罰金を払う罰を与える
ことを要求した。 
 
被告の承認 

 
中央知的所有権および国際貿易裁判所は著作権法 1994年第 31条、70条の 2項、著
作権の侵害された商品の貿易の目的に使用したことにより罰金５０，０００バーツを支
払う判決を下した。被告は承認した、よって罰則規定第 78条にしたがい、半分に減額
され、残りの２５，０００バーツを支払わねばならない。もし被告が罰金を支払わなけ
れば、罰則規定 29条、30条によって、著作権者の名前および著作権者に罰金の半分を
支払うように告示される。 
 
原告は高等裁判所に控訴した。 

 
中央知的所有権および国際貿易高等裁判所は、被告による、他人の著作物を貿易の手
段に用いた行為が、別々の二つの罪にあたるがどうかを審査した。 
事件はスパンブリ県ドンチゥディ郡にて発生、警察は被告およびＢ１バナナ人形とク
レヨンシンチャン人形とともに逮捕、押収したことを被告は認めた。原告の訴状によれ
ば、被告は別々の罪科を故意に犯したかどうかについて、明白になっていない、被告は
認めているが訴状には述べられていない、よって判決は被告を慮り、単独の罪であると
された。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

  
            

 



 

  
            

高等裁判所判決番号５６３０／１９９７年高等裁判所判決番号５６３０／１９９７年高等裁判所判決番号５６３０／１９９７年高等裁判所判決番号５６３０／１９９７年    
SRITHAISRITHAISRITHAISRITHAI    KASEMKASEMKASEMKASEM    IMPORTIMPORTIMPORTIMPORT    CO.CO.CO.CO.、、、、LTDLTDLTDLTD                        原告原告原告原告    
株株株株式会社服部センコーアンドカンパニー式会社服部センコーアンドカンパニー式会社服部センコーアンドカンパニー式会社服部センコーアンドカンパニー                                被告被告被告被告    
 
商標法２５４７（１９３１年） 第 16条第 19項 
 
第一被告は『SEIKO』の商標を 1960年第 10分類の時計類商品の商標として、登録
出願し、1962年に登録許可された。第一被告の商品は良く広告されており、原告が
『SEIKO』の商標を出願する前から、タイ国内でも良く知られている。 
原告の商品の分類はシンナー類であるが、商標法第 16条にいう、公衆を惑わし混乱

を起こすものと考えられる。よって原告は第一被告の商標を出願する権利を有しない。 
 
原告はこれまで『SEIKO』の商標を使用し、20年以上広告もしてきたのため、タイ

国内にて知られるようになった。よって原告は原告が唯一、この商標の所有権を有する
ことを主張した。原告は 1991年 8月 07日、商標出願し、シンナーの商標として使う
予定であったが、第二被告であるところの商務省、商業登録局の商標登録官に拒否され
た。その理由は第一被告の商標に類似しているからであった。 
加えて原告の商標は商標法第 4条に違反する。すなわち、『SEIKO』はすでに登録
された商標であり良く知られている商標を出願することは違法行為にあたる。 

 
しかしながら被告はシンナー類の製造、販売の事業をタイ国内および海外でも行って
いない。またシンナー商品のための商標として広告されたことがない。原告はこの商標
を考案し、ほかのメーカーのシンナー商品と判別されるために創造し、このシンナー市
場において、『SEIKO』の商標は見たことがなく、また原告の出願の前に商標出願を
みた事がないと、訴えた。 

 
しかしながら、裁判所は第一被告の商標は世界的に有名であり、原告が出願するまえ
からタイ国においても広く知られている。さらに、1965年ムアントン株式会社が第一
被告の商標の譲渡を登録したことも、第一被告にこの商標『SEIKO』の創作者である
ことの証明となった。 

 
裁判所は、被告の商標が原告の出願前からタイ国を含め、諸外国で商標登録された商
標であること、原告は第一被告の商標を模倣し、公衆を惑わし混乱させる可能性があり
原告に商標の権利はないことを認め、原告に今後この商標を商品に使用することを中止
する命令を下した。 

 
原告は異議申立したが、裁定裁判所は判決を支持した。 
原告は上告したが、高等裁判所はこの判決を支持した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

  
            

    
    
    
    
    
    
    
    

Ⅳ．知的財産及び国際Ⅳ．知的財産及び国際Ⅳ．知的財産及び国際Ⅳ．知的財産及び国際取引裁判所の商標事件例取引裁判所の商標事件例取引裁判所の商標事件例取引裁判所の商標事件例    
    

１）民事事件１）民事事件１）民事事件１）民事事件    
 
 
 



 

  
            

訴訟番号(黒) IP 13／1998 
判決番号(赤) IP 6／1998 
原告：  Vichit  Virunratanakit氏 
被告：  知的財産局 
 
関連条文： 商標法第 8条(11)著名商標 
 
原告訴状： 
   原告は、裁判所に対し、商標委員会の決定を取り消し、被告に対し原告商標を登 

録するよう求めた。 
   商標委員会は原告商標がフットボールクラブ：A C MILAN, JUVENTUS,  
   PARMA A C, AJACK AMSTERDAMの印章で著名商標と類似し、公衆が商品出 
   拠混同を招く恐れがあると判断した。 
 
被告抗弁： 
   被告は、裁判所に対し、本件の棄却を求めた。原告は当該類似商品を不正に出願 
   し、警察に対し当該原告商標を使用しているスポーツ衣類取り扱い業者を逮捕し 
   ようとした。 
 
論点：原告商標は著名商標に類似し、大衆に出処混同を招く恐れがあるかどうか。 
 
判決： 
   裁判所は、原告商標の登録取り消しを判断した商標委員会の決定を支持した。 
 
判決理由： 
   現行法では著名商標の定義がないため、TRIPｓ第 16条(2)および(3)、パリ条約 
   の 6bisから定義を求めなければならない。1991年商標法の 8条(11)の下で特別 
   な保護となる著名の範囲は当該商品やサ－ビスに関する公衆の関係者に有名であ 
   ることである。 
   商標の類似性の判断は、当該商品あるいはサービスに関与する大衆が出処混同を 
   引き起こすどうかである。もし当該商標の重要部分が類似であれば、十分である。 



 

  
            

事件番号（黒） IP（15／1998）14 
事件番号（赤） IP（11／1998）10 
原告：   Piya Benjasan氏 
被告：   知的財産局局長 
 
関係条文： 商標法第８条（11）著名商標 
 
原告訴状： 

原告は商標「GIAN FERRENTE」を創案し、５年間にわたって当該商標を使用
していた。原告は商標登録出願をしたが、Gianfranco Ferre社は登録商標
「GIANFRANCO FERRE」が類似しているという理由で異議申立をした。 
登録官は当該異議申立てを退けたが、商標委員会は、本出願登録を中止するよう   
命じた。 
原告は裁判所に対し、商標委員会の決定取り消しを求め、登録官に対し原告商標   
出願の登録を求めた。 

 
被告抗弁： 
   商標委員会は、両方の商標が２つの単語から構成されていることを考慮した。 
   商標の第 1の部分は４つの文字から成り、第 2の部分は「FERRE」で始まり、
「E」 
   で終了する。発音は相違するものの商標の文字は非常に類似する。 
   さらに当該商標は同一のクラスで用いられており、指定商品リストは公衆が出処 
   混同を引き起こす可能性がある。 
   従って、登録手続きを中止せよという委員会の命令は合法である。 
 
論点： 

原告の商標は公衆が混同するかもしれない類似性に関して、登録できるかどうか。 
判決： 
   裁判所は商標委員会の決定を取り消し、原告商標の登録手続きを進めるよう登録 
   官に命令する。 
 
判決理由： 
   商標の類似性を判断するには、文字の性質、文字数、単語の形態、発音、音節の 
   数、さらに販売場所や消費者の種類のような様々な環境も同時に考慮しなければ 
   ならない。 
   原告商標「GIAN FERRENTE」、および商標「GIANFRANCO FERRE」 
   は、2つの単語から成るが、単語を構成する文字の性質、文字数、単語の形態、 
   発音、音節数が異なるため、極く普通の人はその相違を認識できる。 
   加えて、当該商標は商品出処を示すファッション商品に使用されている。商品価 
   格は高く、商品は特定な場所でしか売られていない。 
   消費者は商品を購入する意志を持ち、2つの商標の相違を認識できる。 
   「GIAN FERRENTE」は、商品の出処混同に関して大衆を誤解させるほど、 
   「GIANFRANCO FERRE」と類似していない。 
 



 

  
            

事件番号（黒） IP 30／1998 
事件番号（赤） IP 21／1998 
原告：     Chacopaper社 
共同原告：   Yoshi Matsui 
被告：     Somchai Chirawatanachai 
 
関係法令： 商標法第 4条第 2段落、第 13条、第 46条第 2段落、第 67条第 1段落 
      1979年特許法第 3条、第 33条 
 
原告訴状： 
   原告は日本で登録され、タイと日本で広く使用された商標権者である。1994年
8 
   月 16日に、被告は原告の商標を出願し商標権を獲得した。被告は商標権に関し 
   て商品の passing offである。 したがって、原告は裁判所に次の判決を求め
た： 
   １．原告は、商標権について被告より権利適格性を持っている； 
   ２．被告に対し当該商標に関与しないよう命令する。 
   ３．被告の登録商標を取り消すこと。 
   ４．1ヶ月当たり 500,000ﾊﾞｰﾂの損害賠償金を払うこと 
 
被告抗弁： 
   原告の商標はタイで登録されておらず、被告は見たこともない。両者の商標は相 
   違する、なぜなら、被告商標は普通の擁護を使用しており、容器も衣類をデザイ 
   ンしている女性が描かれている、これに対し原告容器は花を描いている女性が描 
   かれている。 
   さらに、原告は被告容器を真似ている。被告は日本語の「ナヤコペーパー」で登 
   録されており、当該商品をこの商標を用いて販売している。被告は裁判所に対   

し本件棄却を求める。 
 
論点： 
   １．被告商標は原告商標と同一か類似か。 
   ２．被告は原告商標を模倣したかどうか。 
   ３．原告は被告より商標権適格となるかどうか。 
   ４．原告は被告登録商標 27202の登録無効を訴える権利があるかどうか。 
 
判決： 
   １．原告は、日本語用語を用い、衣服を裁縫している商標について商標登録適格 
     を有する。 
   ２．被告商標登録の取り消しを命じる。 
   ３．被告が当該商標を使用することを禁止する。 
   ４．1ヶ月当たり 5,000バーツの損害賠償の支払いを命じる。 
 
判決理由： 
    問題となった商標は最初の単語に小さな相違があるものの同じ文字を用いた日 
    本語で書かれた商標である。同じ商品に使用されたとき、大衆は出所を混同す 
    る恐れがある。被告は原告の商標を模倣している、何故なら原告は被告よりも 
    以前に当該商標を使用している。従って、原告はタイで登録していないが、原 
    告より被告の方が、商標権者適格を有する。商標法第６７条第 1段落は登録官 
    が登録した日から無効の訴えを起こせる期間は 5年とされている。加えて、原 
    告の商標を模倣しかつ登録した被告行為は被告に適格性を与えるものでない。 
 
    商標法は原告に対し、5年経過したために無効の訴えを起こすことは不可能で 
    あるとする。被告はタイで著名な商標である原告商標を用いた。このため被告 



 

  
            

    は passing offの行為をしたとみなすことができる。 
    包装容器は商標ではない。 
    さらに原告は意匠登録出願を行っていないため、原告は容器についての適格性 
    は欠いている。 



 

  
            

事件番号（黒） IP 6／1998 
事件番号（赤） IP 22／1998 
原告：     Jaguar Cars株式会社 
被告：     Nissan Jidosha Kabushiki Kaisha 
 
関連条文： 商標法第 46条第 1段落、第 67条 
 
原告訴状： 
   商標委員会は、原告商標が被告商標に類似していると判断した。原告は、被告よ 
   り商標「SOVEREIGN」の権利者適格を有する判決をもらうべく裁判所に訴え
た。 
   原告の訴えは以下の通り。 

① 被告の商標出願 264199は取り下げられるべきである。 
② 原告は当該商標を被告よりも広く使用し、頒布しているため、被告の当該商
標に関する行為あるいは使用は禁止されるべきである。     

 
被告抗弁： 
   原告は商標権者ではない。被告が創案し周知となるまで使用し、かつ登録した。 
   従って、被告は原告より適格性がある。 
 
争点： 

原告と被告で、どちらに商標「SOVEREIGN」権の適格性があるのか。 
 
判決： 
   原告は被告より商標「SOVEREIGN」に、適格性を持っている。被告に対し出
願 
   264199を取り下げるように命じる。原告代理及び弁護士費用 3,000バーツを支

払うことを命じる 
 
判決理由： 
   原告は、被告より以前に当該商標を使用していた事を示す明確な証拠を持ってい 
   る。したがって、原告は当該被告商標登録を無効とする権利を有する。しかしな 
   がら、原告商標は未だに登録されていないため、原告は商標使用差し止めるため 
   の告訴も侵害による損害賠償も求めることはできない。 
   よって被告に対し、商標「SOVEREIGN」使用を差止、商標登録出願を阻止す
る 
   という原告の訴えは退ける。 



 

  
            

事件番号（黒） IP 8／1998 
事件番号（赤） IP 9／1998 
原告：     Calvin Klein Trademark Trust Co.,Ltd. 
被告：     Udom Tantipongvasin 
 
関係条文： 商標法第 8条（11）、第 46条第 1段落 
 
原告訴状： 

原告は商標権者であり当該商標を海外およびタイで登録し広く知られている。原
告は被告の出願した商標「ｃ CKC JEAN」に対し、異議申立てを行ったが、登
録官は原告の申し立てを却下することを決定し、商標委員会はその決定を支持し
た。それに対し、原告は、 
① 被告商標は原告商標と極めて類似し、大衆は出処混同を起こす恐れがある 
② 原告は被告よりも権利適格者である 
とし、裁判所に対し、被告の出願取り下げを求めた。 

 
被告抗弁： 
   商標「CALVIN KLEIN」は被告以前に登録されている。しかしながら、「CK 
   CALVIN KLEIN」、「CK」および「CK ONE」は被告商標登録の後に登録
さ 
   れている。商標文字および発音は異なり、大衆は混乱を生じない。 
   さらに、原告は期限経過後にこの裁判を起こしている。従って、被告は本件棄却 
   を求める。 
 
論点； 
   １．原告は被告より商標権適格かどうか。 
   ２．被告商標は原告商標に類似しているかどうか。 
判決： 
   裁判所は本件を棄却する。 
 
判決理由： 
   被告は原告商標に権利を主張しているが、当該商標は未だ登録されていない。原   

告は被告に対し、当該商標侵害の損害賠償請求あるいは差止請求の法的手段を講   
じる適格性がない。被告および原告商標は同一商品クラスで用いられるが、両者
の商標は相違する性質と発音を有する。よって大衆が出処混同を引き起こすこと
はなく、被告商標はその登録を拒絶されるものではない。 

 



 

  
            

事件番号（黒） IP 18／1998 
事件番号（赤） IP 17／1998 
原告：     Mana Kiewkanokpun 
被告：     Di-Nihon Jojukiku Co.,Ltd. 
 
関連条文：   商標法第 8条(11)、第 67条 
 
原告訴状： 
   原告は、被告商標と類似であるため登録取り消しとした商標委員会の決定に対し 
   裁判所に対し決定取り消しをするよう求めた。商標は異なり、かつクラスも異な 
   る。原告商標は既に３０年以上使用している。原告は被告よりも権利者適格性が 
   ある。 
   従って、原告は裁判所に対し、原告商標は被告商標と違い、かつ被告よりも適 
   格性があることを求める。原告は被告商標登録を無効とすることを求める。 
 
被告抗弁： 
   原告は被告商標を利用している。商標の主要部は円内に鶏の頭が描かれていて、 
   鶏頭ブランドとよばれ同一である。さらに、商品リストも重複している。原告は 
   ５年以内に法的手段を講じなかったため、この事件は時効により棄却される。 
   被告は本件を棄却することを求める。 
 
論点： 
   １．原告商標は被告商標に類似しているかどうか。 
   ２．原告と被告の間でどちらが適格者か。 
   ３．原告は訴求期限内に法的手段を講じた。 
 
判決： 
   出願番号 260339の原告商標は出願番号 59357の被告商標と同一でもないし、類 
   似でもない。従って出処混同を生じさせない。しかし、原告は当該商標を登録す 
   ることはできない。 
 
判決理由： 
   原告商標が被告商標に似ているかどうか検討するに、商品を含む商標の構成およ 
   び性質を考慮しなければならない。商標主要部は円内の鶏頭である。大衆は頭の 
   方向がどうあれ、鶏頭ブランドと呼ぶかもしれない。 
   商品は原告商標と被告商標ではクラス、性質が違い、大衆は出処混同を招くこと 
   はない。 
   原告商標と被告商標は類似だが、商品区分が違うため缶に用いなければ大衆は混 
   乱することはない。 
    
   被告は全ての生産物に本商標を用いておらず、原告は当該商標を長い間使用して 
   来ており、その商品も区分と性質が違う。３０年末の登録を更新していないにも 
   拘わらず、原告は使用してきている。原告は当該商品に商標を使用する権利は失 
   効しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

  
            

訴訟番号（黒） 2／1997 
審判番号（赤） 1／1997 
原告：    検察局検察官 
被告：    Supaluk Dokchurung 
 
関連条文：  商標法第 108条、第 110条(１) 
 
原告訴状： 

被告は 1997年 6月１日に、タイで登録済みのMontres Rolex S.A社の商標
「ROLEX」及び Cartier International B.V社の商標「CARTIER」を付した模
倣腕時計の販売申し出、および販売のための所持を行った。警察は、被告がそれ
らの腕時計を模倣品であると知りながら上記行為を行ったとして被告を逮捕し、
１１４個の腕時計を押収した。事件は、Klong Toey Subdistrict、Klong Toey 
District Bangkok Metropolitanで発生した。 

   原告は、1991年商標法第 110 条(1)、第 108 条の下で被告を罰することを求めた。 
 
被告抗弁： 
   被告は有罪を認める。 
 
判決： 
   被告は、1991年商標法第 108条および第 110条(１)の下に違反する。 
 
刑罰： 

被告は 60,000bahtの罰金、および２年間の懲役とする。ただし、被告が有罪を
認めたため、事情を斟酌し、刑法第７８条の下で刑罰を半分に軽減する。従って、
被告は懲役１年、罰金 30000バーツとする。さらに、被告は前科がないため、刑
法第５６条により、2年間の執行猶予とする。本刑罰は刑法第２９条、第３０条
により執行する。なお押収品は没収する。 

 



 

  
            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ．Ⅳ．Ⅳ．Ⅳ．知的財産及び国際取引裁判所の商標事件例知的財産及び国際取引裁判所の商標事件例知的財産及び国際取引裁判所の商標事件例知的財産及び国際取引裁判所の商標事件例 
 
 
 

２）刑事事件２）刑事事件２）刑事事件２）刑事事件    
 
 
 
 



 

  
            

事件番号（黒） c383／1998 
事件番号（赤） c381／1998 
原告：     検察局検察官 
被告：     Niphon Sae Wong 
 
関係条文：   商標法第 108条、第 110条(１) 
 
原告訴状： 

被告は、Louis Vuiton Malletier Co.,Ltd.の商標および Channel S.A. Co.,Ltd.、
Yves Saint Laurant Coutour Co.,Ltd.、Gucci Au Gucci S.P.A.の商標を模倣し、
模倣商品と知りながら当該商品を販売した。警察は逮捕および財布、小かばん、
化粧品かばん 2920点押収し、68点の模倣皮革シート、180点の皮革処理済みシ
ート、2000点の商標ロゴ、８点のパンチ用アイロン、商品リストを押収した。 

 
被告抗弁： 
   被告は有罪を認めた。 
 
判決： 
   被告は、1991年商標法第 108条および第 110条(１)の下の違反をした。 
 
刑罰： 

被告は既に数度違反を犯しているため、裁判所は刑法第 91条の刑罰を適応し、   
商標模倣の罪で、懲役３年、４０万バーツの罰金を科すことができる。 
しかしながら、被告は有罪を認めているため、酌量により刑法 78条に基づき刑
を半減させ、懲役 1.6年、罰金２０万バーツとする。 
さらに模倣商品を販売目的で所持していたため懲役３年、４０万バーツの罰金を
科すことができるが、被告は有罪を認めており、事情酌量により刑法 78条に基
づき刑を半減させ、懲役 1.6年、罰金２０万バーツとする。 
従って、刑罰は合計で、懲役３年、罰金４０万バーツとする。ただし被告は未だ
懲役刑を経験したこがないため、刑法第 30条、第 29条に基づき執行猶予３年を
付ける。 
なお、押収品は没収する。 

 
 
 
 



 

  
            

事件番号（黒） IP453／1998 
事件番号（赤） IP1220／1998 
原告：     検察局検察官 
共同原告：   Doctor S Associate Inc. 
第 1被告：   Subway the Western Restaurant Co.,Ltd. 
第 2被告：   Jarin Suthipiromrak 
 
関係条文：   商標法第４条、第 108条、第 110条、第 115条、第 117条、 
        刑法第 33条、第 83条 
 
原告訴状： 

両方の被告は、共同で食品、飲料を販売し、販売の申し出を行い、販売目的で所   
持した。また、共同原告の所持する商標およびサービスマーク「SUBWAY」を
使用したレストランを経営した。両被告は模倣商品であることを知っていた。警
察は３４の証拠を押収した。 
事件は、Hua Mark Subdistrict, Bangkapi District, Bangkok Metropolitanで発
生した。 
原告は、1991年年商標法第４条、第 108条、第 110条、第 115条、第 117条お
よび刑法第 33条、第 83条により罰せられることを求める。また押収品は没収さ
れることを求める。 

 
被告抗弁： 
   被告は無罪を主張した。 
 
判決： 

被告は共同原告の所有するサービスマーク「SUBWAY」を使用することにより、
サービスレストランを共同で営んでいたため、1991 年商標法第４条、第 108 条、
第 110条、第 115条、第 117条、および刑法第 33条、第 83条により有罪とす
る。 

    
判決理由： 

共同被告は商標「SUBWAY」の権利者である。被告は当該商標を店前のサイン
ボードに使用し、レストランを開いた。被告は当該商標を印刷した物を使用した
が、販売も、販売のための申し出も、販売目的の所持も行っていない。従って、
それらの行為は原告が求める模倣商品を使用した食品および飲料の販売、販売目
的の所持、販売のための申し出にはあたらない。 
しかしながら被告ビジネスのサインボードは「SUBWAY」の文字が他のサインボ
ードより大きく、被告は会社名よりもレストラン名として使用していると認めら
れる。従って、両被告の行為は 1991年商標法第４条のサービスマークが意味す
る共同被告所有のマークを盗用したものと解釈される。 

 
刑罰： 
   第 1被告に対し、400,000バーツ、第 2被告に対し、懲役 6ヶ月、200,000バー 
   ツを科す。 
   しかしながら、状況により、第 2被告が過去に懲役を受けていないために、裁判 
   所は被告に対し猶予期間を与える。従って、刑法第５６条で２年執行猶予、科料 
   は刑法第２９条、第３０条の下で執行する。なお押収品は没収とする。- 
    



 

  
            

工業所有権に関する模倣対策事業のご案内 
 
 
 
ジェトロでは、特許庁からの委託により、アジア地域１０か所（北京、上海、香港、
バンコク、ニューデリー、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、ハノイ、ソウ
ル）において現地の特許法律事務所と契約をし、同地域における工業所有権の侵害
対策を中心とした「模倣対策事業」を行っております。 
 
①①①① 法律事務所の弁護士による工業所有権に関する法律事務所の弁護士による工業所有権に関する法律事務所の弁護士による工業所有権に関する法律事務所の弁護士による工業所有権に関する相談窓口（無料）相談窓口（無料）相談窓口（無料）相談窓口（無料） 

上記１０ヶ所において各地域の法律事務所の弁護士が、現地での工業所有権の権利
取得の手続きや、模倣に対する救済および対抗の手段等に関する皆様からのご相談
にお応えします。相談のアポイントは、日本国内では下記連絡先にて受け付けてお
りますので、どうぞご活用ください。（なお、相談料は基本的に無料です。但し、
個別・具体的な場合は、弁護士の判断により告知をしたうえで、別途費用が発生す
る場合もございます。） 
 

※ご連絡先 ： ジェトロ海外投資課（担当：青木） 
                TEL：03-3582-5235  FAX：03-3505-1854 

        
②②②②    国別模倣対策マニュアル、事例・判例集の作成・提供国別模倣対策マニュアル、事例・判例集の作成・提供国別模倣対策マニュアル、事例・判例集の作成・提供国別模倣対策マニュアル、事例・判例集の作成・提供    

国別の模倣対策マニュアルや、工業所有権侵害に関する事例･判例集などの刊行物
を作成し、無料で提供しています。同資料の請求およびお問い合わせは上記連絡
先までお願いいたします。 

    
③③③③    工業所有権の専門家を講師とした工業所有権の専門家を講師とした工業所有権の専門家を講師とした工業所有権の専門家を講師としたセミナーの開催（無料）セミナーの開催（無料）セミナーの開催（無料）セミナーの開催（無料） 

上記１０ヶ所において、既に現地に進出している日本企業の皆様を対象に、現地で
活躍する専門家を講師としたセミナーを開催しています。各地でのセミナー開催予
定や内容につきましては、上記連絡先までお問い合わせください。    

 
 
    

〔特許庁委託〕ジェトロ海外工業所有権情報〔特許庁委託〕ジェトロ海外工業所有権情報〔特許庁委託〕ジェトロ海外工業所有権情報〔特許庁委託〕ジェトロ海外工業所有権情報    

タイの工業所有権侵害事例・判例集タイの工業所有権侵害事例・判例集タイの工業所有権侵害事例・判例集タイの工業所有権侵害事例・判例集 
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